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公的研究費等の不正使用及び研究の不正行為に関する取扱い細則 

一部改正 令和４年７月１日 

（目的) 

第１条 この細則は、公的研究費等の取扱及び不正防止に関する規程（以下「規程」という。）の

第14条第２項に基づき公的研究費等の不正使用及び研究の特定不正行為（ねつ造、改ざん、盗

用）や利益相反、不適切なオーサーシップなどを含む不正行為（以下「不正」という。）が生じ

た場合の取扱い及び不正防止に関し必要な事項を定めるものとする。 

（告発） 

第２条 教育職員・事務職員等に不正が存在すると考える者（以下「告発者」という。）は、学長

室に告発をすることができる。 

２ 告発は、電話、電子メ－ル、ファクシミリ、文書又は面会の方法により、実名で行うものとす

る。 

３ 匿名による告発があった場合、告発の内容に応じ、顕名の告発があった場合に準じた取扱いと

する。 

４ 告発の意思を明示しない相談については、その内容に応じ、告発に準じてその内容を確認・精

査し、相当の理由があると認めた場合は、相談者に対して告発の意思があるか否か確認するもの

とする。 

５ 不正が行われようとしている、又は不正を求められているという相談や告発については、その

内容を確認・精査し、相当の理由があると認めた場合は、被告発者に警告を行う。 

６ 窓口に寄せられた相談や告発の相談者、告発者、被告発者、相談・告発内容及び調査内容につ

いて、調査結果の公表まで、相談者、告発者及び被告発者の意に反して調査関係者以外に漏えい

しないよう、関係者の秘密保持を徹底する。 

７ 悪意に基づく告発であることが判明しない限り、単に告発したことを理由に、告発者に対し、

解雇、降格、減給その他不利益な取扱いはしないものとする。 

（予備調査） 

第３条 学長は、告発があった場合、学長室長に予備調査を実施させるものとする。 

２ 学長室長は、30日以内に学長に予備調査の報告をしなければならない。 

３ 学長は、予備調査の結果、不正が存在する可能性が高いと判定した場合は、公的研究費等審査

委員会（以下「審査委員会」という。）を開催するものとする。 

４ 学長は、予備調査の結果、不正が存在しないと判定した場合は、告発者に予備調査の結果を通

知する。また予備調査に係る資料等を保存し、その事案に係る配分機関・関係省庁等（以下「配

分機関等」という。）及び告発者の求めがあった場合は、開示するものとする。 

（審査委員会の設置） 

第４条 学長は、公的研究費等の不正使用等事案及び不正防止に対処するために、審査委員会を置

く。 

２ 審査委員会は、次に掲げる事項を審査し、その処理に当たる。 

（１） 告発のあった事案の調査、審査及び認定に関すること。 

（２） 内部監査等において不正が判明した事案の調査、審査及び認定に関すること。 
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（３） その他審査委員会が必要と認めたこと。 

３ 審査委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

（１） 副学長 

（２） 各部局の長 

（３） 部（館）長 

４ 審査委員会に委員長、副委員長１名を置き、委員会の互選により選出する。 

５ 委員長は、審査委員会を招集しその議長となる。 

６ 審査委員会は、委員の総数の３分の２以上の出席をもって成立する。 

７ 審査委員会の議事は、出席した委員の３分の２以上をもって決する。 

８ その他審査委員会の運営に関し必要な事項は、審査委員会で定める。 

（本調査の決定） 

第５条 審査委員会委員長は、第４条第３項を受け委員会を開催し、本調査の実施を決定し、当該

事案に係る調査委員会を設置する。なお、決定後は10日以内に本調査を実施するものとする。 

２ 審査委員会委員長は、告発者及び被告発者（内部監査等において不正が判明した場合は調査の

対象となる者を含む。以下同じ。）並びに被告発者所属部局長に対し、本調査実施の決定を通知

するものとする。 

３ 告発者及び被告発者は、上記の通知を受けて不服がある場合は、３日以内に申立てをすること

ができる。 

（調査委員会） 

第６条 調査委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

（１） 審査委員会委員長が指名する教育職員 若干名 

（２） 被告発者が所属する部局の教育職員・事務職員 若干名 

（３） 当該事案の業務に関連する事務職員（法人本部事務局内部監査室長を含む） 若干名 

（４） 本学に属さない外部有識者（弁護士、公認会計士等） 若干名 

２ 調査委員会委員の選考は審査委員会が行う。 

３ 調査委員会に委員長を置き、委員長は第１項第１号の委員から審査委員会委員長が指名する。 

４ 第１項第４号に規定する委員の人数は、調査委員会総数の半数以上でなければならない。 

５ 調査委員会委員の任期は、当該事案について審査委員会の審査が終了するまでの期間とする。 

６ 調査委員会委員は、告発者・被告発者と直接の利害関係を有しない者でなければならない。 

７ 審査委員会委員長は、調査委員会委員名を告発者及び被告発者に対し、速やかに通知するもの

とする。 

８ 告発者及び被告発者は、上記の通知を受けて不服がある場合は、３日以内に申立てをすること

ができる。 

（本調査の実施） 

第７条 調査委員会は次に掲げる調査を行う。 

（１） 被告発者及びその関係者（以下「調査対象者」という。）からの聞き取り調査 

（２） 関係資料、会計伝票等の閲覧調査 

（３） その他調査することが合理的と判断される事項 

２ 調査委員会は、前項の調査を可能な限り事前に調査対象者に通知するものとする。 

３ 調査対象者は、調査委員会の調査に対し、誠実に協力しなければならない。 
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４ 調査委員会は、調査に当たって関係資料等の隠滅が行われるおそれがある場合には、調査対象

者の研究室等において、調査事項に関連する場所の一時閉鎖又は証拠となる資料等を保全する措

置を取り、調査対象となっている制度の研究費の使用停止を命ずることができる。 

５ 調査委員会委員長は、前項の措置を取る場合には、必要最小限の範囲及び期間にとどめ、事前

に審査委員会委員長及び当該部局の長の承認を得なければならない。 

６ 調査委員会は、第４項により一時閉鎖した場所の調査及び保全された資料等の調査を行う場合

には、調査対象者が所属する部局の長が指名する者二人を立ち会わせるものとする。 

（調査委員会の判定） 

第８条 調査委員会は、本調査の開始から、原則として60日以内に調査結果をまとめ、公的研究費

等の不正の有無について判定するものとする。 

２ 調査委員会は、告発者から説明を受けるとともに、調査によって得られた、物的・科学的証

拠、証言、被告発者の自認等の諸証拠を総合的に判断して、不正行為か否かの評価を行うものと

する。 

３ 調査委員会は、被告発者による自認を唯一の証拠として不正行為と評価することはできない。 

４ 調査委員会は、被告発者の説明及びその他の証拠によって、不正行為であるとの疑いを覆すこ

とができないときは、不正行為と評価することができる。この場合において、保存義務期間の範

囲に属するデータ及び関係書類等の不存在等、本来存在するべき基本的な要素が不足しているこ

とにより、被告発者が不正行為であるとの疑いを覆すに足る証拠を示せないときも同様とする。 

５ 第１項の判定において、不正が存在すると判定したときは、公的研究費等の不正使用に関与し

た者、またその関与の度合いについても判定するものとする。 

６ 第１項の判定において、不正が存在しないと判定したときは、その告発が悪意に基づくもので

あるか否かについても判定するものとする。 

７ 調査委員会は、第１項から第６項までの判定を終了したときは、直ちにすべての調査結果を関

係資料を添えて審査委員会に報告するものとする。 

（審査委員会の審査及び報告又は通知） 

第９条 審査委員会は、前条の報告に基づき審査し、不正の存在の有無について認定する。審査委

員会委員長は、その結果を学長に報告するものとする。 

２ 審査委員会委員長は、前項の結果を次に掲げる者に通知するものとする。 

（１） 被告発者 

（２） 被告発者以外で不正に関与したと認定された者 

（３） 前２号の者が所属する部局の長 

（４） 告発者 

（不服申立て） 

第10条 前条第２項第１号又は告発が悪意に基づくと認定された第４号の者は、調査結果の通知を

受理した日から起算して30日以内に審査委員会に対して不服申立てをすることができる。 

２ 不服申立ての審査は、調査委員会が行うものとし、再調査を行うか否か速やかに決定し審査委

員会委員長に報告するものとする。審査委員会委員長はその報告を受け関係者に通知するものと

する。また、再調査が行われることになった場合には、７日以内に調査を開始し、その後、10日

以内に調査を完了することとする。 

（審査結果の通知） 
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第11条 学長は、前条の不服申立期間が終了した後又は再調査が終了し不正使用が行われたと認定

された場合、配分機関等に通知を行うものとする。 

（処分） 

第12条 学長は、不正が行われたと認定された場合、第９条第２項第１号、第２号、第３号につい

て懲戒などの処分を行わなければならない。処分該当者が本学職員の場合は本学服務規程によ

り、又は処分該当者が業者等の場合は別表１（取引停止の措置基準）により処分事項を記載し、

理事長宛に申請するものとする。 

（守秘義務） 

第13条 審査委員会及び調査委員会の委員並びに調査に関係する者（以下「調査関係者」という）

は、この細則に基づく調査及び審査により知り得た情報をほかに漏らしてはならない。 

（関係者の保護） 

第14条 学長は、告発者及び調査関係者が不正告発や情報提供等を理由とする不利益を受けないよ

う十分な配慮を行うものとする。 

第15条 学長は、被告発者に不正が存在しないと認定があった場合は、被告発者の教育研究活動の

正常化及び名誉回復の措置を講じるものとする。 

（配分機関等への報告） 

第16条 学長は、調査の実施に際して、調査方針・調査対象及び方法について、配分機関等に報告

協議しなくてはならない。 

２ 学長は、告発の受付から30日以内に予備調査の報告を配分機関等に報告しなくてはならない。 

３ 学長は、告発等の受付から210日以内に、調査結果、不正発生要因、不正に関与した者が関わる

他の公的研究費等における管理・監査体制の状況、再発防止計画等を含む最終報告書を配分機関

等に提出しなくてはならない。なお、期限までに調査が完了しない場合であっても、調査の中間

報告を配分機関等に提出しなければならない。 

４ 学長は、調査の過程であっても不正の事実が一部でも確認された場合には、速やかに配分機関

等に報告しなくてはならない。 

５ 学長は、配分機関等の求めに応じて、調査の終了前であっても調査の進捗状況報告及び調査の

中間報告を配分機関等に提出しなくてはならない。 

６ 学長は、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、配分機関等に対して当該事案に

係る資料の提出又は閲覧、現地調査に応じなくてはならない。 

７ 学長は、調査委員会の報告（不正行為の認定等）に対し、告発者及び被告発者から不服申立て

があった場合、並びにそれに伴う再調査が行われることになった場合は、受付及び決定から７日

以内に配分機関等に報告しなくてはならない。また、その結果についても同様に報告しなくては

ならない。 

（公表） 

第17条 学長は、調査委員会の調査結果の報告において、研究活動上の不正行為が行われた旨の報

告を受けた場合は、次の事項を公表する。 

（１） 不正行為に関与した者の所属及び氏名 

（２） 不正行為の内容 

（３） 公表時までに行った措置の内容 

（４） 調査の方法及び手順等 
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（５） 調査委員会委員の所属及び氏名 

２ 公表の方法は、本学Webページにて行うものとする。 

３ 委員会は、不正行為が行われなかったと認定した場合は、原則として調査結果を公表しないも

のとする。  

４ 悪意に基づく告発の認定があった場合は、告発者の氏名及び所属を公表するものとする。 

（幹事） 

第18条 審査委員会及び調査委員会の記録その他の事務は学長室が担当する。 

 

附  則 

１ この規程は平成27年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の日をもって、競争的資金等の不正使用に関する取扱い細則（平成19年４月１

日施行）は廃止する。 

附  則 

この規程は平成28年３月１日から施行する。 

附  則 

この規程は平成28年11月１日から施行する。 

附  則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附  則 

この規程は、令和３年８月１日から施行する。 

附  則 

この規程は、令和４年７月１日から施行する。 

 


